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資料編 

１ 地域包括ケア「見える化」システムを活用した地域分析 

地域包括ケア「見える化」システムは、都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計

画等の策定・実行を総合的に支援するための情報システムです。介護保険に関連する情報をは

じめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本システムに一元化され、かつグラ

フ等を用いた見やすい形で提供されています。 

○地域間比較等による現状分析から、自治体の課題抽出をより容易に実施可能とする。 

○同様の課題を抱える自治体の取組事例等を参照することで、各自治体が自らに適した施策を検

討しやすくする。 

○都道府県・市町村内の関係者が一元化された情報の閲覧が可能となることで、関係者間の課題

意識や互いの検討状況を共有することができ、自治体間・関係部署間の連携が容易となる。 

 

分析にあたっては、地域包括ケア「見える化」よりデータを取得し、地域分析を行いました。 
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多治見市 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市

（１）本市と近隣・同規模自治体の総人口に関する比較 

本市の令和２（2020）年時点での総人口は107,399人、大垣市は157,627人、各務原

市は142,580人、隣接している可児市は99,236人となっています。 

■ 総人口に関する比較（令和２（2020）年） 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

人口の推移と将来推計をみると、緩やかな減少傾向にあり、令和７（2025）年には

103,542人、令和12（2030）年には10万人を切り、令和22（2040）年には88,448人

になると予測され、令和元（2019）年より約18％の減少が見込まれます。また、近隣・同

規模自治体も同様に減少傾向にあります。 

■ 総人口の推移に関する比較（平成 27（2015）～令和 22（2040）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

  

（人） 

（人） 

平成27

(2015)年

平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

令和元

(2019)年

令和2

(2020)年

令和７

(2025)年

令和12

(2030)年

令和22

(2040)年

多治見市 110,441 109,832 109,224 108,616 108,008 107,399 103,542 99,007 88,448

大垣市 159,879 159,428 158,978 158,528 158,078 157,627 154,316 150,352 141,224

各務原市 144,690 144,267 143,846 143,424 143,003 142,580 139,141 134,718 124,646

可児市 98,695 98,803 98,911 99,020 99,128 99,236 98,639 97,038 91,581

岐阜市 406,735 404,772 402,815 400,858 398,901 396,938 384,000 369,486 339,077

110,441 109,832 109,224 108,616 108,008 107,399 103,542 99,007 88,448

0

100,000

200,000

300,000

400,000
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31.2
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多治見市 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市

高齢化率 後期高齢化率

平成27

(2015)年

平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

令和元

(2019)年

令和２

(2020)年

令和７

(2025)年

令和12

(2030)年

令和22

(2040)年

多治見市 27.8 28.5 29.1 29.8 30.5 31.2 33.4 35.4 40.7

大垣市 25.9 26.3 26.7 27.0 27.4 27.8 28.5 29.4 33.2

各務原市 26.4 26.8 27.2 27.6 28.1 28.5 29.0 29.8 33.9

可児市 25.3 26.0 26.7 27.3 28.0 28.6 30.0 30.9 34.6

岐阜市 27.2 27.6 28.0 28.4 28.9 29.3 30.2 31.4 36.3

27.8 28.5 29.1 29.8 30.5 31.2
33.4

35.4

40.7

20%

25%

30%

35%

40%

45%

（２）多治見市と近隣・同規模自治体の高齢化に関する比較 

本市の高齢化率は31.2％と、近隣・同規模自治体よりもやや高くなっています。 

後期高齢化率は15.7％と、近隣・同規模自治体の中で岐阜市と並んで最も高くなっています。 

■ 高齢化率に関する比較（令和２(2020)年） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

資料：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究 

 

高齢化率の推移と将来推計をみると、平成27（2015）年の27.8％から令和２（2020）

年は31.2％と3.4ポイ

ント上昇し、令和７（2025）年には33.4％、令和22（2040）年には40.7％

になると予測されています。 

■ 高齢化率の推移に関する比較（平成 27(2015)～令和 22(2040)年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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多治見市 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市

平成12

(2000)年

平成17

(2005)年

平成22

(2010)年

平成27

(2015)年

多治見市 4.6 6.1 7.5 9.6

大垣市 5.2 6.5 7.8 9.3

各務原市 3.6 4.8 6.4 8.2

可児市 2.6 3.7 5.2 7.8

岐阜市 6.3 7.8 9.4 11.3

4.6 6.1 7.5 9.6
0%

5%

10%

15%

（３）高齢者独居世帯・夫婦世帯の割合に関する比較 

本市の高齢独居世帯の割合は9.6％と、近隣・同規模自治体の中で２番目に高くなっていま

す。 

■ 高齢独居世帯割合に関する比較（平成 27(2015)年） 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：総務省「国勢調査」 

 

高齢独居世帯割合の推移をみると、平成12（2000）年の4.6％から平成27（2015）年

は9.6％となり、15年間で5.0ポイ

ント上昇しています。また、近隣・同規模自治体も同様に上昇し

ています。 

■ 高齢独居世帯割合の推移に関する比較（平成 12（2000）～平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

資料：総務省「国勢調査」 
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本市の高齢夫婦世帯の割合は12.5％と、近隣・同規模自治体の中で最も高くなっています。 

■ 高齢夫婦世帯割合に関する比較（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

高齢夫婦世帯割合の推移をみると、平成12（2000）年の5.5％から平成27（2015）年

は12.5％となり、15年間で7.0ポイ

ント上昇しています。また、近隣・同規模自治体も同様に上昇

しています。 

■ 高齢夫婦世帯割合の推移に関する比較（平成 12（2000）～平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

  

平成12

(2000)年

平成17

(2005)年

平成22

(2010)年

平成27

(2015)年

多治見市 5.5 7.4 9.3 12.5

大垣市 5.8 7.3 8.5 10.1

各務原市 5.0 6.8 9.1 11.9

可児市 4.5 6.1 8.6 11.9

岐阜市 5.7 7.5 8.8 10.3
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多治見市 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市

後期高齢者

前期高齢者

平成27

(2015)年

平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

令和元

(2019)年

令和２

(2020)年

後期高齢者 13,453 14,049 14,773 15,395 16,064 16,528

前期高齢者 17,013 17,217 17,231 17,079 16,881 16,774

合計 30,466 31,266 32,004 32,474 32,945 33,302

大垣市 41,156 42,108 42,765 43,182 43,651 43,871

各務原市 38,043 39,085 39,855 40,542 41,056 41,366

可児市 24,736 25,649 26,394 27,072 27,621 28,067

岐阜市 110,882 112,768 114,241 115,316 116,223 116,754

17,013 17,217 17,231 17,079 16,881 16,774 
13,453 14,049 14,773 15,395 16,064 16,528

30,466 31,266 32,004 32,474 32,945 33,302

0
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60,000
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120,000

（４）第１号被保険者数の比較 

本市の65歳以上の第１号被保険者は、令和２（2020）年３月末時点で33,302人となっ

ています。また、近隣・同規模自治体の中で４番目に多くなっています。 

前期・後期高齢者別にみると、前期高齢者数が後期高齢者数をわずかに上回っています。大

垣市、可児市も同様の状況です。 

■ 第１号被保険者数に関する比較（令和２（2020）年３月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和２（2020）年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

平成27（2015）年からの推移をみると、平成27（2015）年の30,466人から令和２

（2020）年は33,302人となり、増加傾向が続いています。また、岐阜市・大垣市・各務原

市・可児市も同様に増加傾向となっています。 

前期・後期高齢者別にみると、前期高齢者は平成30（2018）年をピークに減少し、後期

高齢者は緩やかな増加傾向にあります。 

■ 第１号被保険者数の推移に関する比較（平成 27(2015)～令和２(2020)年各年３月末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）  

（人） 

（人） 
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(2020)年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

要介護５ 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市

（５）要支援・要介護認定者数と認定率の比較 

本市の認定者数は、令和２（2020）年３月末時点で4,946人となっています。要介護１

（926人）・要介護２（958人）が多い状況です。 

■ 要支援・要介護認定者数に関する比較（令和２(2020)年３月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※岐阜市は人口規模が大きいため比較対象から除いています。 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

平成27（2015）年からの推移をみると、平成29（2017）年の15.0％が最も高いもの

の、概ね横ばいに推移しています。令和２（2020）年は14.9％となっています。今後も継

続して介護予防事業を推進するとともに重度化防止にも力を入れ、加えて介護サービスの利

用促進も急務となります。 

■ 要支援・要介護認定率の推移に関する比較 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
  

単位：％ 

 平成 27 
(2015)年 

平成 28 
(2016)年 

平成 29 
(2017)年 

平成 30 
(2018)年 

令和元 
(2019)年 

令和２ 
(2020年 

大垣市 16.7 16.8 17.0 17.1 17.2 17.1 

各務原市 14.5 14.6 14.5 14.8 15.0 15.6 

可児市 13.9 14.0 14.1 14.4 14.9 15.5 

岐阜市 18.2 18.6 18.5 19.1 19.2 19.8 

  

（人） 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
（令和元・２年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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(2015)年

平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

令和元

(2019)年

令和２

(2020)年

多治見市 2.5 2.5 2.4 2.4 2.4 2.3

大垣市 2.9 2.9 2.8 2.8 2.8 2.7

各務原市 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.6

可児市 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.5

岐阜市 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.7

2.5 2.5 2.4 2.4 2.4 2.3 

0%

1%

2%

3%

（６）介護給付受給者割合の比較 

本市の施設・居住系・在宅サービス別の受給者割合をみると、在宅サービスが8.8％と最も

高く、次いで施設サービス（2.3％）、居住系サービス（1.1％）となっています。また、受給

者総数の割合は近隣・同規模自治体の中で４番目（12.2％）となっています。 

■ 施設・居住系・在宅受給者割合に関する比較（令和２(2020)年３月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

施設サービス受給者割合の推移をみると、いずれも2.4％前後で横ばいとなっています。ま

た、近隣・同規模自治体と比較すると、令和元（2019）年以降は最も低くなっています。可

児市も平成27（2015）年から2.4％～2.5％で推移しており、同等の水準といえます。 

■ 施設サービス受給者割合の推移に関する比較（平成 27（2015）年～令和２（2020）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
※各年３月の認定者数に対する割合です。 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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平成27
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平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

令和元

(2019)年

令和２

(2020)年

多治見市 1.1 1.1 1.2 1.3 1.1 1.1

大垣市 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9

各務原市 1.1 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1

可児市 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

岐阜市 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

1.1 1.1 1.2 1.3 
1.1 1.1 
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1.0%
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(2015)年

平成28

(2016)年

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

令和元

(2019)年

令和２

(2020)年

多治見市 9.5 9.2 8.3 8.4 8.7 8.8

大垣市 10.3 9.7 9.9 10.2 10.5 10.6

各務原市 9.0 8.6 8.2 8.5 8.9 9.0

可児市 8.1 7.8 7.4 7.6 7.8 7.9

岐阜市 11.3 10.9 10.6 11.0 11.5 11.7

9.5 9.2 
8.3 8.4 8.7 8.8 

0%

3%

6%

9%

12%

居住系サービス受給者割合の推移をみると、平成30（2018）年（1.3％）をピークに令和

元（2019）年以降は1.1％で横ばいです。近隣・同規模自治体と比較するとやや高めに推移

していますが、大きな差はみられません。 

■ 居住系サービス受給者割合の推移に関する比較（平成 27（2015）年～令和２(2020)年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

※各年３月の認定者数に対する割合です。 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

在宅サービス受給者割合の推移をみると、平成27（2015）年（9.5％）から低下傾向にな

り、平成29（2017）年（8.3％）を底に平成30（2018）年以降再び上昇傾向となり、令

和２（2020）年は8.8％となっています。近隣・同規模自治体をみると、岐阜市、大垣市は

10％前後で推移、各務原市はほぼ同等の水準で同様の推移傾向を示し、可児市はやや低い水

準で同様の推移傾向となっています。 

■ 在宅サービス受給者割合の推移に関する比較（平成 27（2015）年～令和２(2020)年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

※各年３月の認定者数に対する割合です。  
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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35,184 31,353 39,072 
31,427 

30,783 

27,953 33,129 33,015 22,427 
32,012 

26,525 26,845 19,378 22,342 25,211 

23,324 15,389 13,016 17,491 23,964 

140,817 
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135,398 
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多治見市 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（７）サービス利用者１人あたり給付費の比較 

本市の受給者１人あたり給付月額（在宅及び居住系サービス）は140,817円となり、近隣・

同規模自治体の中で最も多くなっています。 

受給者１人あたり給付月額（在宅及び居住系サービス）の推移をみると、平成29（2017）

年以降増加傾向にあり、令和２（2020）年には140,000円を超えています。また、平成29

（2017）年以降近隣・同規模自治体と比較すると、僅差ながら最も高額となっています。 

■ 受給者１人あたり給付月額（在宅及び居住系サービス）に関する比較（令和２(2020)年３月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

単位：円 

 多治見市 大垣市 各務原市 可児市 岐阜市 

要支援１ 934 1,449 1,035 1,366 1,343 

要支援２ 3,133 3,503 2,566 3,144 3,881 

要介護１ 23,764 21,372 19,319 33,527 18,204 

要介護２ 35,184 31,353 39,072 31,427 30,783 

要介護３ 27,953 33,129 33,015 22,427 32,012 

要介護４ 26,525 26,845 19,378 22,342 25,211 

要介護５ 23,324 15,389 13,016 17,491 23,964 

合 計 140,817 133,040 127,401 131,724 135,398 

 
単位：円 

 
平成 27
（2015）年 

平成 28 
(2016)年 

平成 29 
(2017)年 

平成 30 
(2018)年 

令和元 
(2019)年 

令和２ 
(2020)年 

多治見市 124,894 124,124 135,946 139,777 138,815 140,817 

大垣市 124,052 129,765 133,335 133,140 133,633 133,038 

各務原市 115,382 115,215 123,315 123,705 124,714 127,402 

可児市 120,495 123,400 131,517 130,604 130,429 131,724 

岐阜市 118,600 124,404 132,777 132,121 133,773 135,399 

  

（円） 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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本市の第１号被保険者１人あたり給付月額の分布をみると、在宅サービス、施設・居住系 

サービスともに全国、岐阜県より低い水準となっています。 

■ 第１号被保険者１人あたり給付月額 
（在宅サービス、施設・居住系サービス）に関する分布（令和２(2020)年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

第１号被保険者１人あたり給付月額をサービス種類別にみると、「介護老人福祉施設」が最

も高く、次いで「訪問介護」、「通所介護」となっています。中でも「訪問介護」は全国、岐阜

県を上回っています。金額的には大きくないものの、「地域密着型通所介護」も全国、岐阜県

を上回っています。 

■ 第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス種類別）に関する比較（令和２(2020)年１月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）  
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■ 第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス種類別）に関する比較（令和２(2020)年１月） 

単位：円 

サービス名 多治見市 岐阜県 全国 

介護老人福祉施設 3,687 4,242 4,078 

介護老人保健施設 1,934 2,764 2,822 

介護医療院 36 81 270 

介護療養型医療施設 39 181 229 

地域密着型介護老人福祉施設 518 538 474 

訪問介護 2,652 1,906 1,995 

訪問入浴介護 125 102 109 

訪問看護 627 614 656 

訪問リハビリテーション 36 69 108 

居宅療養管理指導 219 203 268 

通所介護 2,582 3,096 2,569 

通所リハビリテーション 304 837 942 

短期入所生活介護 664 1,191 867 

短期入所療養介護 186 149 98 

福祉用具貸与 622 728 748 

特定福祉用具販売 21 24 31 

住宅改修 80 77 84 

特定施設入居者生活介護 1,098 472 1,251 

介護予防支援・居宅介護支援 1,111 1,199 1,196 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 7 51 124 

夜間対応型訪問介護 0 1 7 

認知症対応型通所介護 5 157 168 

小規模多機能型居宅介護 317 536 567 

認知症対応型共同生活介護 1,424 1,775 1,490 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 39 43 

看護小規模多機能型居宅介護 0 86 93 

地域密着型通所介護 1,391 677 813 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

（令和元(2019)・２(2020)年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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２ 第８期計画の取組みに係る実績値 

本計画第4章「施策の展開における取組み」の第7期計画の実績値は以下のとおりです。 

【基本目標１】地域包括ケアシステムの強化・充実 

取組み 
第７期実績値 

平成 30 
(2018)年度 

令和元 
(2019)年度 

令和２※ 
(2020)年度 

１-１ 地域包括支援センターの運営 

地域包括支援センター相談数（件） 8,689 8,993 8,062 

地域ケア会議のケース数（件） 32 41 31 

１-２ 生活支援体制の充実 

住民主体サービス利用者数（人） - - - 

第２層生活支援コーディネーターの配置数 
（小学校圏域） 

0 0 0 

第２層協議体の設置数（小学校圏域） 5 7 8 

１-３ 地域で住み続けられる環境整備 

通信手段による物品購入などの講座の開催数（回） 0 0 0 

コミュニティバス中心市街地線の平日１日あたりの乗車 
人数（人/日） 

396 422 329 

地域あいのりタクシーの導入地区数（地区） 9 12 15 

緊急通報装置設置台数 258 218 203 

救急医療キット利用者数（人） 2,768 2,882 2,962 

介護事業所と連携した家族介護者研修会の開催数(回) 0 0 0 

介護家族交流会の開催数（回） 6 6 4 

身近な場所における出張相談会の開催数（回） 47 39 23 

１-４ 介護人財の確保・育成 

生活応援員育成講座の受講延人数（人） 60 60 66 

資格取得補助人数（人） - - - 

１-５ 成年後見制度の利用促進 

東濃成年後見センター相談数（人） 16 25 10 

親族申出の支援者数（人） 7 9 5 

※令和２（2020）年度は 12 月末現在 
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【基本目標２】介護予防・健康づくりの充実・推進 

取組み 
第７期実績値 

平成 30 
(2018)年度 

令和元 
(2019)年度 

令和２※ 
(2020)年度 

２-１ 一般介護予防の推進 

サロン等における介護予防教室の開催数（回） 187 164 71 

健康づくり推進員による体操教室開催回数（回） 147 139 142 

地域サロンへの運動指導士等の派遣事業の実施回数
（回） 

100 89 54 

一般介護予防事業実施地域数（地域） 7 8 8 

節目歯科検診（70歳）の受診率（％） 5.6 7.3 9.7 

特定検診（65歳以上）受診率（％） 51.1 46.8 40.2 

すこやか健診（75歳以上）受診率（％） 20.0 20.9 19.4 

２-２ 在宅医療・介護の連携強化 

地域における在宅医療・介護連携に関する説明会の 
開催数（回） 

24 24 14 

医師等による連携相談支援窓口の相談件数(件) 16 17 8 

在宅医療・介護連携推進会議の開催数（回） 2 2 1 

【基本目標３】認知症施策の推進 

取組み 
第７期実績値 

平成 30 
(2018)年度 

令和元 
(2019)年度 

令和２※ 
(2020)年度 

３-１ 認知症に対する理解と啓発 

認知症サポーター養成講座の開催数（回） 48 39 21 

認知症サポーターステップアップ研修等の開催数(回) 2 2 1 

認知症初期集中支援チームによる支援者数（人） 6 15 11 

３-２ 認知症予防の推進と早期発見支援 

認知症予防講座の開催数（回） 85 52 21 

医療従事者向け研修会の開催数（回） - - - 

認知機能改善教室の開催数（回） - - - 

認知症カフェの開催団体数（団体） 10 10 7 

みまもりシール事業登録者数（人） - - 18 

あんしん声掛け訓練の実施回数（回） 1 1 1 

【基本目標４】高齢者の活躍推進 

取組み 
第７期実績値 

平成 30 
(2018)年度 

令和元 
(2019)年度 

令和２※ 
(2020)年度 

４-１ 役割を持てる生活への支援 

シルバー人材センター業務委託数（件） 24 32 20 

ひまわりサロンへの参加者数（人） 1,887 1,853 
1,783 

※４月時の申請人数 

集会所等のバリアフリー化整備件数（件） 6 5 2 

４-２ 地域の支え合い活動の支援 

「孤立死ゼロ・虐待死ゼロのまち協力隊」加盟団体数 
（団体） 

87 83 90 

※令和２（2020）年度は 12 月末現在  
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３ 多治見市高齢者保健福祉計画策定委員会 開催経過 

回 開催日 議 題 

第１回 令和２(2020)年６月 29日 

１ 計画策定の趣旨の確認 

・策定スケジュール（案） 

・計画策定の趣旨 

２ 課題の整理 

・現状の評価 

・第７期計画の実施状況及び評価 

・アンケート調査結果の概要及び考察 

第２回 令和２(2020)年８月５日 

１ 「多治見市高齢者保健福祉計画 2021」施策体系 

・基本目標 

・基本方針 

・施策の体系 

・推進施策 

第３回 令和２(2020)年 10月６日 

１ 「多治見市高齢者保健福祉計画 2021」施策 

・取組み内容について 

２ 介護保険サービス推計について 

第４回 令和２(2020)年 12月２日 

１ 「多治見市高齢者保健福祉計画 2021」素案について 

・取組み内容、目標値について 

２ 介護保険サービス推計について 

－ 
令和３(2021)年１月 18日 

～ 
令和３(2021)年２月 17日 

★パブリック・コメント 

・多治見市高齢者保健福祉計画 2021（素案） 

第５回 令和３(2021)年２月 

書面にて実施 

１ パブリック・コメントの結果 

２ 「多治見市高齢者保健福祉計画 2021」の最終確認 
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４ 多治見市高齢者保健福祉計画策定委員会 名簿 

区 分 所 属 氏 名 

医療、保健又は福祉の業務に 

従事する者 

多治見市医師会 三島 直也 

多治見市歯科医師会 岩崎 隆弘 

多治見市薬剤師会 柴田 ひとみ 

岐阜県東濃保健所 健康増進課長 篠田 征子 

岐阜県東濃県事務所 福祉課長 村橋 弘 

識見を有する者 

中部学院大学人間福祉学部教授 大藪 元康 

サンホーム滝呂 施設長 

かさはら福祉センター センター長 
山田 久也 

多治見市介護保険調整委員会 唐木 頼子 

主任介護支援専門員 齋藤 ひろみ 

東濃成年後見センター 事務局長 山田 隆司 

介護保険の被保険者となる者 

多治見市悠光クラブ連合会 会長 久我 正 

多治見市民生児童委員協議会 桐山 正 

公募により選出された市民 

公募市民 船戸 由美子 

公募市民 藤原 信夫 

市職員 

市民健康部長 澤田 誠代 

福祉部長 鈴木 良平 
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５ 多治見市高齢者保健福祉計画策定委員会 設置要綱 

（設置） 

第１条 多治見市高齢者保健福祉計画の策定に関し、必要な事項を調査し、及び審議するため、多

治見市高齢者保健福祉計画策定委員会（以下｢委員会｣という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項につき調査し、及び審議するものとする。 

(１) 多治見市高齢者保健福祉計画（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８に規

定する市町村老人福祉計画及び介護保険法（平成９年法律第123号）第117条に規定する市

町村介護保険事業計画をいう。）の策定に関すること。 

(２) その他市長が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員23人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 医療、保健又は福祉の業務に従事する者 ５人以内 

(２) 識見を有する者 ６人以内 

(３) 介護保険の被保険者となる者 ５人以内 

(４) 公募により選出された市民 ３人以内 

(５) 市職員 ４人以内 

（任期） 

第４条 委員の任期は、多治見市高齢者保健福祉計画の策定終了までとする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員委嘱又は任

命後最初の委員会は、市長が招集する。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉部高齢福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関して必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

１ この告示は、平成10年８月20日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 多治見市高齢者保健福祉計画策定委員会設置要綱（平成５年告示第36号）は、廃止する。 

３ 委員の公募その他この要綱を施行するために必要な準備行為は、施行日前においても行うこ

とができる。 

附 則（平成10年８月14日告示第111号） 

この告示は、平成10年８月20日から施行する。 

附 則（平成11年３月31日告示第44号） 

この告示は、平成11年４月１日から施行する。 
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附 則（平成14年１月24日告示第21号） 

１ この告示は、平成14年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 委員の公募その他この要綱を施行するために必要な準備行為は、施行日前においても行うこ

とができる。 

附 則（平成14年７月10日告示第133号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日告示第57号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日告示第103号） 

この告示は、平成23年４月１日から施行する。 
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６ 用語集 

あ行 

ＩＣＴ 

「Information and Communication Technology」（情報通信技術）の略 
コンピュータ技術の活用を意味する。ＩＴと同義であるが、ＩＴがイン
ターネットの技術であるのに対して、ＩＣＴは「人と人」、「人とモノ」
の情報伝達といったコミュニケーションが強調される 

新しい生活様式 

新型コロナウイルス感染拡大を防ぐために飛沫感染や接触感染、さら
には近距離の会話などへの対策をこれまで以上に日常生活に取り入れ
た生活様式。 
手洗いや人と人との距離の確保といった基本的な感染対策の実施、感
染拡大リスクを高める「３つの密」（密閉・密集・密接）の徹底回避等
を求めている。 

おとどけセミナー 
市が行っている施策や事業内容について、知っていただくとともに、市
民のみなさんの意見等を聞かせていただく場として市職員が実施する
出前講座 

か行 

介護保険運営審議会 介護保険事業の実施・推進に関する事項を審査する組織 

介護支援専門員 
（ケアマネジャー） 

介護の知識を幅広く持った専門家で、介護サービスの利用にあたり、相
談援助や介護サービス事業所との連絡調整などを担う者 

介護保険調整委員会 
介護相談員５人、訪問相談員２人で組織され、介護保険制度に対する苦
情等を調査・調整する組織 

介護予防・日常生活支援 
総合事業 

地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業のうち、要支援１、２
の認定を受けた人や基本チェックリストによる判定で生活機能の低下
が認められた人を対象に実施する訪問型・通所型のサービスなどを実
施する市独自の事業 

協議体 
各地域においてコーディネーターや地域の住民等が参画し、定期的な
情報共有及び連携強化の場として、中核となる組織 

共生型サービス 
障がい者が 65 歳以上になっても、同一の事業所から高齢者と障がい者
がサービスを受けることができる仕組み 

緊急通報システム 
緊急時に電話またはペンダントの緊急ボタンを押すと、消防署に直接
に通報されるシステム。１人暮らしの高齢者に対して、円滑な救命を目
的として市が貸与するもの 

ケアマネジメント 
高齢者自身がサービスを選択することを基本に専門家が連携して身近
な地域で高齢者及びその家族を支援する仕組み 

健康診査 生活習慣病の予防や早期発見のために行う健診 

高額医療合算介護 
サービス費 

同一世帯内で介護保険と国民健康保険など医療保険の両方を利用し
て、介護と医療の自己負担額が規定の限度額を超えたとき、超えた分が
払い戻されるもの 

高額介護サービス費 
同じ月に利用したサービスの利用者負担額の合計が規定の限度額を超
えたとき、超えた分が申請により後から給付されるもの 

孤立死ゼロ／虐待死ゼロ
のまち協力隊 

孤立死や虐待死のゼロを目指すための団体。市内の事業所と協定を結
び、異変を察知した場合、速やかに通報し、安否確認につなげる 
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さ行 

在宅医療・介護連携推進 
会議 

医療及び介護を必要とする高齢者が、可能な限り住み慣れた地域にお
いて自立した日常生活を営むことができるよう在宅医療及び介護の連
携を推進し、包括的かつ継続的な在宅医療及び介護を提供する支援体
制の構築のため設置された組織 

サービス付き高齢者向け 
住宅 

高齢者のための住居で、見守りサービスが付いたバリアフリー構造の
賃貸等の住まい 

シルバー人材センター 
定年退職者等の高齢者（原則 60 歳以上）が働くことを通じて生きがい
を得るとともに、地域社会の福祉の向上や活性化に貢献する組織。原則
として都道府県が市町村単位で配置 

重層的支援体制 

介護・障がい・子ども、困窮等、地域住民の複合・複雑化した支援ニー
ズに対応し、本人・世帯の属性にかかわらず受け止め、「断らない包括
的な支援体制」を実施。①相談支援、②参加支援事業、③地域づくり事
業の３つの支援内容を一体的に実施する体制 

生活応援員 
本市が実施する｢生活応援員育成講座｣で必要な知識や技能を学び、総合
事業の担い手として生活支援サービス等（家事・買い物支援など）を行
う者 

生活支援コーディネーター 
（第１層、第２層） 

地域において、介護予防や生活支援サービスの提供体制の構築に向け
てコーディネート機能を果たす者 

生活支援サービス 
一人暮らしの高齢者や高齢者世帯が自立した生活を送るために行う軽
易な生活援助のこと（調理支援・散歩介助・買い物など） 

成年後見制度 
認知症などによって判断能力が不十分になり、契約や財産の管理が難
しい方に対し、その権利を守るため、その方の判断能力を後見人などが
補っていく法的支援制度 

た行 

たじみ健康 
ハッピープラン 

早世（65 歳未満で死亡）を減らし、生活習慣病を減少させ、健康寿命
を延ばすことを目的として、｢食生活｣｢運動｣｢喫煙対策｣の３つの優先課
題に対する市民の取組みを推進する計画 

多治見市在宅歯科医療 
連携室 

医療や介護支援専門員からの通院困難な高齢者の訪問歯科診療の依頼
を受け付け、歯科医療機関の調整・紹介を行う 

多治見市悠光クラブ 
連合会 

地域の老人クラブを中心に結成した組織 

第１号被保険者 65 歳以上の方 

第２号被保険者 40 歳から 64 歳の医療保険加入者 

団塊の世代 昭和 22（1947）年から昭和 24（1949）年生まれの者 

団塊ジュニア世代 昭和 46（1971）年から昭和 49（1974）年生まれの者 

地域共生社会 

制度・分野ごとの｢縦割り｣や｢支え手｣｢受け手｣という関係を超えて、地
域住民や地域の多様な主体が、｢我が事｣として参画し、人と人、人と資
源が世代や分野を超えて｢丸ごと｣つながることで、住民一人ひとりの暮
らしと生きがい、地域をともに創っていく社会 

地域ケア会議 

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを
同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた会議。①個別
課題の解決、②地域包括支援ネットワークの構築、③地域課題の発見、
④地域づくり資源開発、⑤政策の形成という５つの機能を有する 
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地域支援事業 

被保険者が要介護状態となることを予防するとともに、要介護状態と
なった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を
営むことができるよう支援する事業。実施が必須である｢介護予防･日常
生活支援総合事業｣と｢包括的支援事業｣、任意に行う｢任意事業｣がある 

地域力向上推進会議 
｢暮らしやすい魅力的な地域を作るためには何が必要なのか｣を住民自
らが考え、行動するための会議 

地域福祉協議会 
住民参加の福祉活動の推進、身近な場所での相談・福祉サービスの提
供、地域の連絡調整強化などを目的に設置された、地域住民の運営によ
る協議会 

地域福祉計画 多治見市福祉基本条例の基本理念を実現するために策定された計画 

地域福祉計画評価委員会 
健康・福祉に関する諸計画（地域福祉計画、子ども未来プラン、高齢者
保健福祉計画、健康づくり計画、障害者計画）の進行を適切に管理し、
実施状況の評価を行うための委員会 

地域包括ケア 
適切なサービスを利用しながら、できる限り住み慣れた地域で在宅を
基本とした生活を継続できるように支援すること 

地域包括支援センター 
住み慣れた地域で、その人らしい生活を送るために、高齢者の生活を支
える総合機関 

地域密着型サービス 
住み慣れた地域で生活を続けるために、地域の特性に応じた介護サー
ビス 

中核機関 

「地域連携ネットワークの中核となる機関」であり、地域連携ネット 
ワークが、地域の権利擁護（①広報、②相談、③成年後見制度利用促進
（受任者調整（マッチング）、担い手の育成・活動の促進）、④後見人支
援）を果たすように主導する役割。また、専門職による専門的助言等の
支援を確保する機関 

通所介護事業所 
日常生活上の支援や生活行為向上のための支援を日帰りで行う事業所
（デイサービス） 

東濃成年後見センター 
東濃５市（多治見市、土岐市、瑞浪市、恵那市、中津川市）が共同出資
する成年後見制度の実務を行う特定非営利活動法人で、多治見市総合
福祉センターに設置 

特定入所者介護 
サービス費 

低所得の人の施設利用が困難とならないように、申請により居住費・食
費の規定の負担限度額までを負担し、超えた分が保険給付されるもの 

な行 

日常生活圏域 
高齢者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら生活を継続でき
るように市内を区分、概ね 30 分以内に必要なサービスが提供される区域 

任意事業 地域支援事業のうち、市町村が任意に実施する事業 

認知症カフェ 
認知症本人やその家族、専門職（ケアマネジャー、薬剤師等）が集まり、
日頃の悩みを分かち合い、認知症に関する情報交換をする場 

認知症ケアパス 
認知症本人やその家族が、認知症の状態に応じ、「いつ」「どこで」「どの
ような」医療や介護サービスが受けられるのかをまとめたガイドブック 

認知症高齢者等 
みまもりシール交付事業 

行方不明になる可能性がある認知症高齢者等を対象に QR コード付き
の「みまもりシール」を交付。「みまもりシール」を通して見守りや声
かけができる地域づくりを目指し、認知症高齢者等の早期発見及び保
護を図る事業 
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認知症サポーター 
養成講座 

認知症について正しい知識を持ち、認知症本人や家族を温かく見守り
支援する人を養成する講座 

認知症疾患医療センター 
認知症専門医療の提供と介護サービス事業者との連携を担う中核機関
として県の指定を受けた医療機関 

認知症初期集中支援 
チーム 

認知症本人とその家族を訪問し、認知症の専門医による診断等を踏ま
え、観察・評価を行い、本人や家族への初期の支援を包括的・集中的に、
自立生活をサポートする複数の専門職のチーム 

認知症地域支援推進員 地域の実状に応じた認知症施策の企画調整等を行うための推進員 

は行 

ひまわりサロン 
地域住民が主体となって仲間づくり、生きがいづくり、健康づくりを図
る活動主体 

福祉委員 
地域の推薦により、原則として町内会単位に設置し、多治見市社会福祉
協議会の会長が委嘱する地域のボランティア 

フレイル 

加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢
性疾患の併存などの影響もあり、生活機能が阻害され、心身の脆弱性出
現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持
向上が可能な状態像 

包括的支援事業 
地域支援事業のうち、市町村での実施が必須で、｢地域包括支援センター
の運営｣｢在宅医療・介護連携推進事業｣｢認知症総合支援事業｣｢生活支援体
制整備事業｣を指す 

訪問介護事業所 
訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問し、食事、入浴、排泄など
の身体介助や洗濯、買い物などの生活援助を行う事業所 

ま行 

見える化システム 
厚生労働省が構築した介護保険事業計画等の策定・実行を総合的に支
援するためのデータ情報システム 

民生委員・児童委員 

民生委員は、厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常
に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進
に努める者。民生委員は児童委員を兼ね、地域の子どもたちが元気に安
心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育ての不安などの相
談・支援等を行う者 

や行 

要介護 
介護保険の対象者で、介護保険サービスによって、生活機能の維持・改
善を図ることが適切な状態 

要支援 
介護保険の対象者で、介護予防サービスや介護予防、生活支援サービス
事業によって生活機能が改善する可能性の高い状態 

ら行 

レスパイトケア 休息、息抜きの意味で、介護者の休息のための支援 
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